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はじめに
2015 年 11 月 8 日、ミャンマーで総選挙（上下両院選）が行われ、アウン・サン・ス ・ーチー
を党首とする国民民主連盟（NLD）が与党の連邦連帯開発党（USDP）を大差で破り 8 割の
議席を獲得、2016 年 3 月に NLD の新政権が発足することとなった。
ミャンマーでは、軍事政権の国家平和開発評議会（SPDC、1997 年に国家法秩序回復評議
会（SLORC）から名称変更）が、2006 年に首都をヤンゴンからネピドーに移転、2008 年 5
月に（サイクロン・ナルギスで国内に大被害が生じている最中に）国民投票を実施し、9 割以
上の賛成票を得て、新憲法が承認・制定された。2010 年 11 月に NLD のボイコットの下で総
選挙が実施され、軍事政権の流れをくむ USDP が 8 割の議席を獲得し、2011 年 3 月にテイン・
セイン政権への民政移管がなされた。
政権発足当初、軍事政権の傀儡に過ぎないと見られていたテイン・セイン政権の動向はミャ
ンマーに対する世界の認識を一変させた。政権発足から半年後の 2011 年 9 月に中国と共同で
開発してきたエヤワディ川上流のミッソンダム（北部カチン州）の建設計画の中断を発表（環
境問題を理由としている）、翌年 2012 年 11 月の米国クリントン国務長官のミャンマー訪問、












1988 年 9 月、軍事クーデタが発生し ､ 国家法秩序回復評議会（SLORC）の下で市場経済




















1826 年、1852 年と 2 度にわたり国土を割譲した後、1886 年に全土をイギリスにより植民地化
された。国王は追放され、ビルマ族が多く住むエヤワディ平野は英領インドの一州となり、少
数民族が多く住む山地はイギリス直轄地とされ、シャン族が多く住むシャン台地は藩王国とし











ジア最大の676,577 平方キロメートル （日本の約 l.8倍）を有する。国土は南北に2,090キロメー
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長 960 キロメートルのチンドゥイン （Chindwin）川と共にミャンマーにおける最大の河川シ











通常 5 月頃インド洋に発生するモンスーンは南西風によりミャンマーへ運ばれるが ､ このモ
ンスーンは山脈の西縁に 10 月中旬まで多量の降雨をもたらす ｡ その後風は北東風に変わり ､
翌年の 4 月までは連日晴天に恵まれる乾季となる ｡このようなモンスーンの影響により ､ミャ
ンマーの年間気候は 3 つの季節に分割される ｡2 月中旬から 5 月中旬までの夏季 ､5 月中旬か
ら 10 月中旬までの雨季 ､ 更には 10 月中旬から 2 月中旬までの涼期である ｡
モンスーンによってもたらされる年間降雨量は海岸地域では 5000mm を超える一方で、中
央乾燥地帯では 1000mm に満たず、地域によって大きな差異が見られる ｡ ミャンマー全体の
水資源量は 1 兆トンを超えると推定されており、中央乾燥地帯を除けば ､ 国中の至る所で雨
期の天水稲作が可能である ｡ 年間平均気温は、南部のタニンタリ海岸地域やエヤワディ・デル


















全人口数 51,486,253 人（調査対象人数は 50,279,900 人）
うち男性 24,824,586 人（48.2％）
うち女性 26,661,667 人（51.8％）
男女比 女性 100 人あたり男性 93 人
都市人口 14,877,943 人（30％）
農村人口 35,401,957 人（70％）
人口密度 平方キロメートル当たり 76.1 人
人口ピラミッド 「ポット形状」であり、若者の労働年齢人口が着実に増加している一方で
出生率が減少しており人口動態が変化している。






乳児死亡率（IMR） 1000 人当たり 62 人の乳児が最初の誕生日前に死亡。





年齢層別就学数 一般家庭で生活している 5 歳以上の人口 43,517,147 人のうち、8,461,477
人は現在学校に通っている。




（出所） 移民人口省人口局「A Changing Population: Union Figures at a Glance May 2015」
ミャンマーはビルマ族と他の多数の少数民族による連邦国家であり、テイン・セイン政権
下で地方分権が進展している。ただし、言語はビルマ族の言葉であるミャンマー語が共通語（公
用語）として全土に広まっており、人口の 7 割が使用している ｡ 各少数民族は自らの言語も
並行して使用しており、国内には 100 以上の言語と方言があるとされる。他方、宗教に関し
ては国民の 9 割が敬虔な上座部仏教徒で古くから仏教と政治とは密接に関連してきた ｡ 他に、
キリスト教、イスラム教、ヒンズー教、アニミズムなどが信仰されている。
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積の広大なシャン州では 2 つの準州を設け事実上州内を南部、北部、東部に 3 分割している。
またバゴー地域は中央を縦断するバゴー山脈の西と東で 2 分割されることが多い。
14 の州・地域及び首都ネピドーは 74 の県（カヤイン：District）に分割される。更に各県
のもとに 330 の郡（ミョーネ ：ーTownship）が置かれている。郡（Township）は、ミャンマー
における地方行政サービスの中心である。郡は、「都市部」においては、422 の市（ミョー：
Town）と最小行政単位としての 3,183 の区（ヤッケッ：Ward）、「農村部」においては、












カチン州 89,042 13.2 1,689,441 3.3 19 38.1
カヤ州 11,732 1.7 286,627 0.6 24 55.9
カイン州 30,383 4.5 1,574,079 3.1 52 57.1
チン州 36,019 5.3 478,801 0.9 13 94.6
サガイン地域 93,702 13.8 5,325,347 10.3 57 90.1
タニンタリ地域 43,345 6.4 1,408,401 2.7 32 83.5
バゴー地域 39,404 5.8 4,867,373 9.5 124 88.9
マグウェ地域 44,821 6.6 3,917,055 7.6 87 96.7
マンダレー地域 30,888 4.6 6,165,723 12.0 200 95.2
モン州 12,297 1.8 2,054,393 4.0 167 38.2
ラカイン州 36,778 5.4 3,188,807 6.2 87 67.8
ヤンゴン地域 10,277 1.5 7,360,703 14.3 716 83.6
シャン州 155,801 23.0 5,824,432 11.3 37 76.2
エヤワディ地域 35,032 5.2 6,184,829 12.0 177 75.8
ネピドー連邦地区 7,057 1.0 1,160,242 2.3 164 
合計／平均 676,577 100.0 51,486,253 100.0 76









Committee：TDC） が 設 置 さ れ て い る。 州・ 地 域 の 開 発 委 員 会（State / Regional 
Development Committee：SDC 及び RDC）は郡の TDC を指導、監督することが主な役割と
なり、また末端の区や村落では地方政府の決定事項を地域住民に周知し、また地域住民の意見
を集約することが主な役割となる。
TDC は、国内 330 の全ての郡に設置されている行政組織である。委員会の始まりは、英領
植民地時代の 1874 年に公布された市町村法に基づいて、当初ヤンゴンを含む 15 の都市で組
織されたものであるが、1972 年に新行政システムの導入とともに市町村法も改正され現在の
形になっている。TDC は 2012 年まで少数民族・国境地域開発省の管轄下にあったが、現在は、
州・地域政府の下に置かれている。なお行政規模が大きく、かつ行政課題が多いかつての首都
ヤンゴン市には、地域政府から独立した権限を持つヤンゴン市開発委員会（YCDC）が設置さ
れている。基本的な役割は TDC と同じであるが、YCDC は行政全般についてより広範な役割
を担っている。
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示している。また、2012 年 3 月、テイン・セイン大統領は就任一周年のスピーチの中で、「全
国の貧困率を現状の 26％から 2015 年までに 16％に削減する」として貧困削減に向けた数値
目標を示した。
テイン・セイン大統領の発言は、IHLCA（2011）の調査によって得られたデータに基づい





IHLCA の調査では、農村部と都市部の間のギャップに加えて、州 / 地域間のギャップが見
られた。例えば、貧困率はチン州で 73.8％と最も高く、最低はカヤ州の 11.4％である。また、

























（2010 年）男 女 男 女
カチン州 453,875 1.29 3.7 3.5 4.3 64.6 82.6 44.0 28.6（6） 2.9（10）
カヤ州 294,398 0.84 2.7 2.7 2.6 72.3 85.7 58.9 11.4（14） 0.1（14）
カイン州 346,965 0.99 7.5 7.8 7.1 56.2 75.1 38.3 17.4（10） 1.9（13）
チン州 264,188 0.70 5.4 5.9 4.7 61.4 73.0 51.3 73.8（1） 2.1（12）
サガイン地域 257,167 0.73 3.6 3.4 3.9 69.7 84.5 56.8 15.1（13） 6.1（8）
タニンタリ地域 388,314 1.10 4.6 4.3 5.2 61.3 82.7 40.1 32.6（4） 3.5（9）
バゴー地域 288,998 0.82 5.1 4.7 5.8 59.2 81.4 39.5 18.3（9） 7.2（7）
マグウェ地域 314,071 0.89 3.3 3.1 3.6 69.0 84.1 56.4 27.0（7） 8.9（5）
マンダレー地域 536,081 1.52 3.1 3.1 3.2 65.7 82.8 50.7 26.6（8） 15.0（2）
モン州 277,352 0.79 6.2 6.1 6.4 57.2 76.2 40.3 16.3（11） 2.7（11）
ラカイン州 262,695 0.75 10.4 9.1 12.8 52.6 75.6 33.2 43.5（2） 12.2（3）
ヤンゴン地域 356,281 1.01 4.1 4.3 3.9 60.5 78.3 44.6 16.1（12） 8.1（6）
シャン州 408,177 1.16 2.0 2.1 1.9 75.9 86.8 65.1 33.1（3） 10.6（4）
エヤワディ地域 204,905 0.58 3.4 3.2 3.8 61.6 82.9 41.8 32.2（5） 18.6（1）
ネピドー特別区 241,825 0.69 2.9 2.9 2.9 67.8 84.5 52.1
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表 4-2　2014 年の ASEAN 諸国及び日本の人間開発指数（HDI）
順位 HDI 指数 平均寿命 平均教育年数 予想教育年数 １人当り所得 
（2011 年 PPP 米ドル）
シンガポール 11 0.912 83.1 15.4 10.6 76,628
日本 20 0.891 83.5 15.3 11.5 36,927
ブルネイ 31 0.856 78.8 14.5 8.8 72,570
マレーシア 62 0.779 74.9 12.7 10.0 22,762
タイ 93 0.726 74.4 13.5 7.3 13,323
インドネシア 110 0.684 64.4 12.5 7.8 11,367
フィリピン 115 0.668 68.2 11.3 8.9 7,915
ベトナム 116 0.666 75.8 11.9 7.5 5,092
ラオス 141 0.575 66.2 10.6 5.0 4,680
カンボジア 143 0.555 68.4 10.7 4.4 2,949










土地 耕作面積 4.4 エーカー 7.3 エーカー
土地なし 34％ 19％

























2012 年に、農地法（Farmland Law）および無占有地・休閑地・未開墾地管理法（Vacant, 
Fallow and Virgin Land Management Law：VFV 法）が施行された。農地法の施行によ
り、土地国有化法（The Land Nationalization Act, 1953）、小作制廃止法（The Disposal of 







畜産、水産養殖は 30 年間、その後は 30 年延長可能となっている。土地使用権の認可及び取
消は村群評議会（Village Tract Administration Council, VTAC）が担っている。また、土地
管理局が、土地台帳の作成、農地登録、土地分配を行っている（JICA、2013a）。
ミャンマーの土地利用状況は下表 5-1 のようである ｡2014/15 年度の純耕作地面積は、国土
の 20% に相当する 13 万 3600 平方キロメートルであり、作物別延べ耕作面積は、純耕作地
面積の 1.3 倍となっている ｡
耕作面積を州・地域別にみると ､70% がサガイン地域からエヤワディ地域にかけてのエヤワ
ディ川流域の沖積平野部に集中している ｡ しかしながら ､エヤワディ川上流のマンダレー地域
やマグウェ地域の中央乾燥地帯では不規則かつ不十分な降雨のため、灌漑施設が建設されてい





























カチン州 89,042 13.2 34,339 30.8 3,338 3.7 1,050,473 63.9 
カヤ州 11,732 1.7 6,325 53.9 1,023 8.7 214,209 74.7 
カイン州 30,383 4.5 9,285 30.6 5,684 18.7 1,175,160 78.1 
チン州 36,019 5.3 6,017 16.7 953 2.6 378,992 79.2 
サガイン地域 93,702 13.8 44,755 47.8 28,836 30.8 4,414,012 82.9 
タニンタリ地域 43,345 6.4 15,680 36.2 4,054 9.4 1,069,982 76.0 
バゴー地域 39,404 5.8 17,071 43.3 24,137 61.3 3,795,037 78.0 
マグウェ地域 44,821 6.6 11,026 24.6 22,331 49.8 3,329,024 85.0 
マンダレー地域（注） 30,888 4.6 12,840 33.8 18,441 59.7 4,022,287 65.2 
モン州 12,297 1.8 2,324 18.9 6,786 51.9 1,482,204 72.1 
ラカイン州 36,778 5.4 8,535 23.2 6,461 17.6 1,744,519 83.1 
ヤンゴン地域 10,277 1.5 1,078 10.5 8,243 80.2 2,200,191 29.9 
シャン州 155,801 23.0 35,657 22.9 13,3752 8.8 4,428,585 76.0 
エヤワディ地域 35,032 5.2 6,202 17.7 30,196 86.2 5,312,229 85.9 
ネピドー連邦地区 7,057 1.0    785,053 67.7 
全国 676,577 100.0 208,083 30.8 173,834 25.7 35401957 70.4 
（注） ネピドー連邦地区の土地面積を含めて算出
（出所）「2015 年ミャンマー統計年鑑」に基づき筆者作成
ミャンマーは ､ 熱帯性ではあるが穏和な気候にも恵まれて ､ 多種の作物が生産できる ｡ 広
大なエヤワディ・デルタ地帯 ､ ラカイン州からエヤワディ・デルタを経てタニンタリ地域に至
る長大な海岸地帯 ､ 中央乾燥地帯、北部や西部の丘陵地帯、シャン高原に区分できる多様な自
然形態を持った国土は ､ 各地域によって農業生態系が異なり ､穀物類 ､油科作物 ､豆類 ､青果
物等が多種多様な栽培形態によって耕作されており ､ 農作物数は 60 を数える ｡ そのうち穀物
類が 1910 万エーカー（773 万ヘクタール）と総面積の 44.5% を占めており ､ 国内の各地で広
く栽培されている ｡ 以下、耕地面積の大きい順に、豆類（24.6％）、油科作物（13.9％）、青果










表 5-2   ミャンマーの農作物別耕作面積の割合（2014/15 年度）
種類 品目 面積比
穀物類 米 ､ 小麦 ､ とうもろこし 44.5％
豆類 緑豆、ひよこ豆 ､大豆、等 24.6％
油科作物 落花生 ､ 胡麻 13.9％
青果物 じゃがいも ､ 野菜、バナナ 7.4％
繊維 綿花 ､ ジュート 4.0％
飲料 茶 ､ コーヒー、砂糖黍、パームヤシ 1.9％




2012 年に廃止された 1953 年の土地国有化法や 1963 年の小作制廃止法、農業者権利保護法
は不耕作地主を排除し、耕作権の安定を図り、農民負債問題を解決することを目的としていた。
同法による小作農の開放と耕作権の付与で小経営農家が増加し ､2014 年現在、農家の所有す
る耕作権は ､ 一戸当たり平均 5.5 エーカー（2.2 ヘクタール）となっている。ミャンマーでは
































基礎教育は、小学校 5 年、中学校 4 年、高等学校 2 年という学年制度が採用されており、
大学入学前に合計 11 年間の学習課程を修了することになる。小学校はゼロ学年（幼稚園）か
ら 4 学年、中学校は 5 から 8 学年、高校は 9 から 10 学年と小学校から高校まで学年を通した
呼び方が使用されている。小学校の最初の学年であるゼロ学年には 5 歳で入学し、国語・算数・
英語の 3 つの教科と音楽・表現・遊戯・宗教活動といった教科外の学業を系統的なカリキュ
ラムの下で学ぶ。小学校から高校まで授業時間数は 1 週間あたり 35 コマに統一されている。

















表 6-1　15 歳以上の州・地域別識字率（2014 年）
州・地域名
人口 識字率 男性 女性 都市部 農村部
千人 % % % 千人 % 千人 %
カチン州 919.2 91.7 94.1 89.4 353.4 94.2 565.9 90.1
カヤ州 175.6 82.1 87.0 77.6 47.2 93.1 128.3 78
カイン州 924.4 74.4 78.4 70.9 216.9 93.2 707.6 68.6
チン州 279.2 79.4 88.5 71.9 62.6 89.6 216.7 76.5
サガイン地域 3,599.0 93.7 96.6 91.4 630.4 96.2 2,968.5 93.2
タニンタリ地域 881.6 92.8 94.5 91.2 227.0 96.6 654.6 91.4
バゴー地域 3,379.4 94.2 96.7 92.2 759.3 95.9 2,620.2 93.8
マグウェ地域 2,753.5 92.2 96.5 88.9 420.2 96.1 2,333.3 91.6
マンダレー地域 4,299.3 93.8 97.3 90.9 1,491.9 96.4 2,807.3 92.3
モン州 1,328.2 86.6 89.5 84.2 391.9 93.8 936.3 83.6
ラカイン州 1,391.3 84.7 92.2 78.7 246.6 90.3 1,144.8 83.5
ヤンゴン地域 5,271.9 96.6 98 95.5 3,777.9 97.2 1,494.1 95.2
シャン州 3,715.6 64.6 70.3 59.4 913.9 85.2 2,801.6 57.9
エヤワディ地域 4,257.9 93.8 95.9 92 625.4 95.9 3,632.5 93.5
ネピドー連邦地区 758.4 94.4 98 91.4 234.6 97.2 523.8 93.2

































「2014 年人口・住宅センサス」によると、ミャンマーでは、乳児死亡率（IMR）が 1,000 
出生当たり 62 人、5 歳未満児死亡率（USMR）が 1,000 出生あたり 72 人、妊産婦死亡率が






されている。また、各郡（人口約 10 ～ 20 万人）に二次保健医療サービスを提供する施設と
して 16 または 25 病床を有する郡病院（Township Hospital）がある（表 6-2 参照）。
表 6-2　州・地域別病院数と保健施設へのアクセス率（2014/15 年度）
州・地域名 人口 病院数 1 病院当たり人口 病院ベッド数 １ベッド当たり人口 保健施設への 
アクセス率（2010 年）
カチン州 1,689,441 51 33,126 1,823 927 95.8 
カヤ州 286,627 17 16,860 544 527 100.0 
カイン州 1,574,079 30 52,469 986 1,596 77.7 
チン州 478,801 24 19,950 990 484 68.1
サガイン地域 5,325,347 113 47,127 3,384 1,574 62.2
タニンタリ地域 1,408,401 33 42,679 1,127 1,250 78.8
バゴー地域 4,867,373 96 50,702 2,706 1,799 80.3
マグウェ地域 3,917,055 82 47,769 2,673 1,465 71.5
マンダレー地域（注） 6,165,723 111 66,000 9,057 809 81.4
モン州 2,054,393 33 62,254 1,077 1,908 98.6
ラカイン州 3,188,807 49 65,078 1,387 2,299 75.1
ヤンゴン地域 7,360,703 82 89,765 10,462 704 93.9
シャン州 5,824,432 151 38,572 4,774 1,220 78.0
エヤワディ地域 6,184,829 103 60,047 3,143 1,968 85.7
ネピドー連邦地区 1,160,242 　 　 　   






を含む 4 ～ 7 つの地域保健センター（Rural Health Center）が設置されている。各地域保健




なお、1995 年に健康管理情報システム（HMIS）が構築され、324 ある全ての郡 （Township）
より州・地域政府を通して、首都ネピドーの保健省各局へ送付され、保健省計画局がこれらの
保健医療情報を取りまとめている。
また、私立の病院・クリニック数は、2015 年 3 月時点で、ミャンマー全体で総合病院総数
182（ベッド総数 5,341）、一般クリニック総数 3,911、歯科クリニック総数 776 となっている。









5）  64 歳以上の高齢者や障害者向け基本医療提供プログラムを開発し、64 歳を超える平均
余命向上を目指す













摂南経済研究  第 6 巻  第１・2 号（2016）
6.3　農村インフラ・サービスの現状










多くの農村では、何箇所かに浅井戸が設けられ ､ 洗濯 ､ 水浴びなどに利用されている ｡ 浅
井戸の利用が難しい中央乾燥地帯や辺境地では ､ 政府機関や NGO などが比較的深い井戸（掘
削深 60 ～ 100m 程度）を掘削して ､ インフラ整備を行っている ｡ また、政府によって作られ
た潅漑用水路を流れる水が生活用水にも使用されている ｡ ミャンマーの中央乾燥地帯の農民







（2010 年）戸 戸 比率（%） 都市部（%） 農村部（%）
カチン州 269,365 14,100 5.2 3.6 6.1 89.4
カヤ州 57,274 13,179 23.0 20.3 23.9 88.0
カイン州 308,041 13,896 4.5 6.8 3.9 77.3
チン州 91,121 62,108 68.2 80.1 64.9 99.4
サガイン地域 1,096,857 82,712 7.5 16.7 5.7 72.8
タニンタリ地域 283,099 31,020 11.0 16.9 9.1 56.4
バゴー地域 1,142,974 21,168 1.9 4.3 1.2 81.3
マグウェ地域 919,777 71,295 7.8 27.4 4.5 62.6
マンダレー地域 1,323,191 147,998 11.2 25.9 4.5 76.3
モン州 422,612 32,028 7.6 10.7 6.4 79.9
ラカイン州 459,772 22,749 4.9 18.7 2.4 49.5
ヤンゴン地域 1,582,944 210,489 13.3 17.7 4.1 76.9
シャン州 1,169,569 234,318 20.0 14.5 21.8 83.1
エヤワディ地域 1,488,983 7,380 0.5 1.6 0.3 44.6
ネピドー連邦地区 262,253 10,158 3.9 8.1 2.1 　
全国 10,877,832 974,598 9.0 16.0 6.2 69.4




電力省では ､1998 年ごろまでは農村部の小規模な発電所の建設を事業の中心としていたが ､ 
1999 年ごろから中国からの融資によって送電幹線網（National Grid）につながる大 ･中規模
の発電所建設に着手するようになった ｡「2014 年人口・住宅センサス」によると、ミャンマー




が ､ 夕方の 6 時ごろから夜 10 時ごろまでの 4 時間が電力供給時間となっており制約がある ｡
発電機がないところでは ､ 村内或いは隣村の充電所に車用の蓄電池を持参し ､夜間の家庭灯電
に用いているところもある ｡ 蓄電池も用いることの出来ない農家では ､ロウソクなどが用いら







世帯数 うち電化 ％ 世帯数 うち電化 ％ 世帯数 うち電化 ％
カチン州 269,365 81,590 30.3 95,859 55,941 58.4 173,506 25,649 14.8 
カヤ州 57,274 27,831 48.6 14,668 13,237 90.2 42,606 14,594 34.3 
カイン州 308,041 82,805 26.9 67,167 48,526 72.2 240,874 34,279 14.2 
チン州 91,121 14,074 15.4 19,770 8,165 41.3 71,351 5,909 8.3 
サガイン地域 1,096,857 265,131 24.2 183,772 122,065 66.4 913,085 143,066 15.7 
タニンタリ地域 283,099 22,754 8.0 66,807 7,049 10.6 216,292 15,705 7.3 
バゴー地域 1,142,974 316,091 27.7 239,014 177,453 74.2 903,960 138,638 15.3 
マグウェ地域 919,777 208,473 22.7 131,251 116,345 88.6 788,526 92,128 11.7 
マンダレー地域 1,323,191 520,838 39.4 415,634 358,188 86.2 907,557 162,650 17.9 
モン州 422,612 150,876 35.7 114,187 76,893 67.3 308,425 73,983 24.0 
ラカイン州 459,772 59,039 12.8 72,624 33,547 46.2 387,148 25,492 6.6 
ヤンゴン地域 1,582,944 1,097,146 69.3 1,069,056 934,393 87.4 513,888 162,753 31.7 
シャン州 1,169,569 390,581 33.4 279,918 218,434 78.0 889,651 172,147 19.3 
エヤワディ地域 1,488,983 178,810 12.0 200,962 124,659 62.0 1,288,021 54,151 4.2 
ネピドー地区 262,253 111,678 42.6 78,744 68,508 87.0 183,509 43,170 23.5 
全国 10,877,832 3,527,717 32.4 3,049,433 2,363,403 77.5 7,828,399 1,164,314 14.9 
（出所）「2014 年人口・住宅センサス」に基づき筆者作成
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電力料金は、2014 年 4 月にこれまでの家庭用、産業用全国一律の料金を、使用区分に応じ
た従量制電気料金を適用し値上げした。電気の小売価格は、家庭・商業用 35 ～ 50 チャット（0.03
～ 0.04 米ドル /kWh）、工業用 75 ～ 150 チャット（0.06 ～ 0.12 米ドル /kWh）となっている
（JICA,2015）。他の ASEAN 諸国の家庭用基本料金は ､ベトナム、マレーシア、インドネシア、
タイが 0.08 ～ 0.11 米ドルであり、シンガポール、フィリピンは 0.20 米ドルを超えている。ミャ




通インフラとしては道路が主に利用されている ｡しかし、表 6-5 のとおり、幹線道路の舗装率










カチン州 89,042 3,818 0.043 37.3
カヤ州 11,732 954 0.081 45.1
カイン州 30,383 1,878 0.062 40.7
チン州 36,019 1,973 0.055 37.9
サガイン地域 93,702 4,513 0.048 48.8
タニンタリ地域 43,345 1,545 0.036 55.7
バゴー地域 39,404 2,248 0.057 52.2
マグウェ地域 44,821 3,503 0.078 60.6
マンダレー地域（注） 30,888 2,726 0.072 51.3
モン州 12,297 951 0.077 60.0
ラカイン州 36,778 1,903 0.052 53.5
ヤンゴン地域 10,277 1,044 0.102 46.9
シャン州 155,801 10,808 0.069 50.1
エヤワディ地域 35,032 2,703 0.077 53.2
ネピドー連邦地区 7,057 　  　





























カチン州 269,365 10,911 4.1 6.0 3.0 188,959 70.1 78.5 65.6 
カヤ州 57,274 1,906 3.3 7.3 1.9 34,423 60.1 74.1 55.3 
カイン州 308,041 12,451 4.0 8.5 2.8 127,940 41.5 47.9 39.8 
チン州 91,121 733 0.8 2.2 0.4 25,593 28.1 47.6 22.7 
サガイン地域 1,096,857 18,561 1.7 5.4 1.0 612,184 55.8 70.0 53.0 
タニンタリ地域 283,099 4,861 1.7 3.9 1.0 118,324 41.8 55.0 37.7 
バゴー地域 1,142,974 13,643 1.2 3.5 0.6 392,159 34.3 43.0 32.0 
マグウェ地域 919,777 12,624 1.4 4.5 0.8 356,960 38.8 55.0 36.1 
マンダレー地域 1,323,191 58,017 4.4 10.6 1.6 769,529 58.2 72.6 51.5 
モン州 422,612 10,886 2.6 5.2 1.6 177,349 42.0 48.1 39.7 
ラカイン州 459,772 2,415 0.5 1.8 0.3 54,507 11.9 30.8 8.3 
ヤンゴン地域 1,582,944 123,149 7.8 10.8 1.4 215,828 13.6 8.7 23.8 
シャン州 1,169,569 52,948 4.5 10.3 2.7 744,144 63.6 72.7 60.8 
エヤワディ地域 1,488,983 9,065 0.6 2.3 0.3 276,847 18.6 34.5 16.1 
ネピドー連邦地区 262,253 8,408 3.2 7.5 1.3 109,906 41.9 53.1 37.1 
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